
機密性 2 

覚 書 

 

全国健康保険協会京都支部長 守殿 俊二（以下「甲」という。）と 

 

 

                                （以下「乙」という。）

とは、甲と乙との間で締結した令和７年４月１日付「令和７年度特定健康診査委託契約書（以

下「原契約」という。）」に関し、特定健康診査を推進するため、次のとおり覚書（以下「本覚

書」という。）を締結する。 

 

第１条 （総則） 

乙は、甲の提示する「特定健診推進事業実施要項」に基づき、当該業務を信義に従い誠実

に実施するものとする。 

 

第２条（適用期間） 

本覚書の適用期間は、令和７年７月１日から令和８年３月３１日までとする。 

 

第３条（委託単価と支払額の算出） 

対価の支払額は、次の各号により算出された金額の合計額とする。 

（１）令和７年７月１日から令和８年１月 31日に実施した京都府内の集団健診会場における特

定健康診査実施人数が令和６年７月１日から令和８年１月 31 日に実施した京都府内の

集団健診会場における特定健康診査実施人数(以下「目標値」という。)を上回った人数

に、１件あたり単価 700 円（税抜）を乗じて算出された額。ただし、目標値を上回った

人数の数量の上限は 1,500 人とし、数量の上限を超えた人数に対して支払額は発生しな

いものとする。 

 

（２）目標値を超えない場合においては、本覚書に基づく支払額は発生しないものとする。 

 

第４条（業務の履行） 

乙は、業務の趣旨に従い誠実かつ善良なる管理者の注意をもって、業務を履行するものと

する。 

２ 乙は、業務の履行にあたっては、当該委託業務に従事する者に適正な業務実施と個人情報

の厳正な取り扱いを定め、委託業務の内容を十分に理解させ、指導及び監督をするものとす

る。 

 

第５条（法令遵守等） 
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 本契約の履行にあたり乙は、関係諸法令及び甲が定めた実施要項を遵守し、当該業務に従

事する者を適正に配置するものとする。 

２ 乙は、受託業務の実施に関し、当該業務に従事する者への指導監督と教育指導を行い、業

務の趣旨に従い善良なる管理者の注意をもって、処理しなければならない。 

 

第６条（報告） 

 乙は、甲の定める期日までに報告書等を甲へ報告する。提出された報告書等の記載事項に

不備があった場合は、乙は甲の指示に従い、遅延なく再作成するものとする。 

 

第７条（対価の請求及び支払い） 

乙は、甲の定める所定手続きに従って、対価の支払いを甲に請求する。なお、当該年度の

実施分は必ず令和８年４月２日までに請求するものとする。 

（１）対価の支払いは、第２条に定める期間終了後とする。 

（２）支払金額は第８条２項に定める甲からの通知に基づいて算出する。 

２ 甲は、乙の適正な支払請求書を受理した日から、原則３０日以内にその対価を支払うもの

とする。 

 

第８条（結果の通知） 

甲は、第６条に定める乙からの結果報告書に基づき、審査、確認を行うものとする。 

２ 甲は、前項の規定により、審査、確認を行った結果について、乙へ通知するものとする。 

 

第９条（個人情報の取扱いに係る体制の整備） 

  乙は、委託業務の実施に先立ち、業務実施体制の整備として、個人情報（甲が提供する事

業所情報を含む）の取扱いについて、次に掲げる措置を行うこと。 

（１）管理責任者の設置 

個人情報の安全管理、適切な取扱に関する責任者（以下「管理責任者」という。）を設置

し、以下の業務を行わせること。 

① 個人情報の取扱いに関する規定等の承認及び周知 

② 甲から提供されたデータの管理 

③ 個人情報の取扱状況の点検及び点検の実施後において、取扱規程違反等、不適切な

個人情報の取扱いを把握したときはその改善 

④ その他委託業務全体における個人情報保護に関すること 

（２）個人情報の漏えい等が発生した場合における対応体制 

個人情報の漏えい等が発生した場合に対応するため、次に掲げる体制を整備すること。 

① 個人情報の漏えい等による影響および原因の調査体制 

② 再発防止策、事後対策の検討体制 

③ 管理責任者への報告体制 
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第１０条（教育・訓練等の実施） 

乙は、当該業務の実施前及び随時に、前条に定める管理者等及び当該業務に従事する者に

対し個人情報の取扱いに係る教育、訓練を行うこと。 

２ 乙は、定期的又は随時に個人情報保護に係る取扱規程等に違反した場合の処分の周知を行

うこと。 

３ 乙は、個人情報の取扱いに関する規程、業務委託員に対する教育、訓練内容等について、

定期的な見直しを行わなければならない。 

 

第１１条（秘密の保持） 

乙は、甲から提示されたデータについて、他に漏らし又は目的外に使用しないものとする。

本規定は契約終了後も有効とする。 

 

第１２条（手数料又は報酬の徴収の禁止） 

乙は、委託業務を実施するに当たっては、勧奨対象事業所等から手数料や報酬を徴収して

はならない。 

  

第１３条（情報の帰属） 

委託業務の実施にかかる情報及び成果物は、甲の所有に帰属する。 

 

第１４条（情報の適正な取扱い） 

乙は、委託業務の実施に関し入手した情報について、滅失、漏洩及び目的外利用等を行っ

てはならない。 

２ 乙は、委託業務の実施に関し入手した情報の全部又は一部の複写複製等を行ってはならな

い。ただし、甲が必要と認めた場合はこの限りではない。 

３ 乙は、委託業務実施にあたり複写複製等を行う必要がある場合は、予め甲の承認を受ける

こととする。 

４ 乙は、前項の規定による複写複製物等を作成していた場合は、委託業務終了後、甲の指示

に従い適切に廃棄又は消去したうえ、甲に報告するものとする。 

  

第１５条（委託業務終了時における個人情報の返却） 

  乙は、甲から提供されたデータについて、委託業務が終了したときは、甲の指示に従い返

却するものとする。 

 

第１６条（事故報告等） 

  乙は、当該委託業務において、事故が発生した時は、直ちに事故内容の詳細を文書にて甲

に報告し、その指示を受けること。 



機密性 2 

２ 乙は、当該委託業務の実施に関して、個人情報の漏洩又は個人情報の漏洩が疑われる事象

等が発生した時は、直ちに発生した事象等の詳細を文書にて甲に報告し、その指示を受ける

ものとする。契約終了後においても同様とする。 

３ 乙は、第１項から第２項に規定する事故等が発生した場合に対応するための体制を整備す

るものとする。 

 

第１７条（監督） 

  甲は、この契約の履行に関し、乙に業務遂行上の不適切な行為がある場合には、甲の指定

する者（以下「監督職員」という。）に乙の業務を監督させ、必要な指示を行わせることがで

きる。 

２ 前項の場合、乙は、監督職員の監督又は指示に従わなければならない。 

 

第１８条（調査等） 

甲又は監督職員は、乙の事業所又は作業場所に立ち入り、当該業務の実施状況について、

随時に調査を行うこととし、乙に必要な報告を求めることができるものとする。 

２ 前項の場合、甲又は監督職員は、乙に対して業務遂行上必要な指導を行うことができるも

のとする。 

３ 甲は、必要に応じて、乙に対し委託業務に関する資料の提出その他必要な調査等について

協力を求めることができる。 

 

第１９条（監査） 

  乙は、当該業務の実施状況について、甲から外部専門家による監査も含めた監査の実施に

関し、協力の求めがあった場合においては、これに協力するものとする。 

２ 前項の場合において、甲又は甲から監査に関し委託を受けた外部専門家が乙の事業所又は

作業場所に立ち入る際は、事前に書面による通知を行うこととし、原則として乙は立ち会う

ものとする。その他の監査の実施に関する必要な事項は、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

第２０条（公益通報者の保護） 

  甲及び乙は、業務委託員が甲の職員、代理人その他の者について公益通報対象事実が生じ、

又はまさに生じようとしている旨を、甲若しくは甲が予め定めた者、当該公益通報対象事実

について処分若しくは勧告等をする権限を有する行政機関又はその者に対し当該公益通報対

象事実を通報することがその発生若しくはこれによる被害の拡大を防止するために必要であ

ると認められる者に通報したことを理由として、甲において本契約の解除、業務委託員の就

業停止その他不利益な取扱いをしてはならず、乙において当該業務委嘱員に対して業務停止

その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

第２１条（本覚書の解除） 
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 甲及び乙は自己の都合によって契約の解除を行う場合は、相手方に対して３０日前までに

文書による予告を行うことによりこの契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、乙に対して何らの予告なしに直ちにこの契約

の全部又は一部を解除することができ、その旨を公表することができる。 

（１）乙が本契約に違反したとき。 

（２）乙が実施要綱による選定要件を満たしていないと認めるとき。 

（３）手形交換所の取引停止処分があったとき。 

（４）乙の財産状態に著しい悪影響を及ぼす差押え、仮差押え又は仮処分を受けたとき、若し

くは競売、強制執行、滞納処分等を受けたとき。 

（５）破産、民事再生、会社更生等の申立てがあったとき。 

（６）営業を廃止し、又は清算に入ったとき。 

（７）本契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は監督、検査、調査等を不当

に拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁

をしたとき。 

（８）甲が事前に行う契約の相手方として適当であるかを判断する審査において、偽りその他

不正行為により契約の相手方となったとき。 

（９）乙がこの契約の解除を請求し、その理由が正当と認められるとき。 

（10）私的独占又は不当な取引制限行為をしたと疑うに足りる相当な理由があるとき。 

（11）民法第 542 条第 1 項又は第 2 項に定める事由に該当したとき。 

（12）本契約の全部若しくは一部を履行しないとき、又は履行する見込みがないと明らかに認

められるとき。 

（13）当該業務の遂行につき、不適切な行為があり、甲の業務に支障を及ぼすと認められると

き。 

（14）乙並びに乙の責任者等又は業務委託員が契約に違反し、当該業務の実施に関して知り得

た秘密を漏らし、又は盗用したとき。 

３ 前項の規定により、この契約の全部又は一部が解除となった場合においては、甲は委託内

容が既に履行された場合、又は返還すべき成果物が既にその用に供されていた場合でも、こ

れにより受けた利益を返還しないものとする。 

４ 第２項に基づき契約が解除された場合において、乙は、甲又は甲の指定する者に対し当該

業務の円滑な引継ぎをなし、業務処理の継続に支障がないよう協力する義務を負う。 

５ 原契約が解除された場合、本覚書も同時に解除されるものとする。 

 

第２２条（暴力団等の排除） 

乙は、次に掲げる組織又は次に掲げる個人が役職員として在職する組織に該当しないこと

を誓約する。併せて、再委託（再委託先の契約が数次にわたるときには、その全てを含む。）

を行う場合には、再委託先の業者についても次に掲げる者に該当しないことを誓約する。 

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2
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条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(２) 暴力団員（同法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(３) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用している者 

(４) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは

積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

(５) 暴力団又は暴力団員との間で社会的な非難の対象となる関係を有している者 

２ 乙は、次の各号に該当する行為を自ら行わず、かつ、第三者に行わせないことを誓約する。 

(１) 脅迫的、暴力的な要求行為 

(２) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(３) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(４) 風説を流布し、偽計若しくは威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨

害する行為 

(５) その他前各号に準ずる行為 

３ 乙が第 1 項又は前項の誓約に違反したときは、甲は、何らの予告をすることなく直ちに本

契約の全てを解除することができる。 

４ 前項の規定により本契約が解除された場合は、乙は、解除により生じる損害について、甲

に対し一切の請求を行わない。 

 

第２３条（損害賠償） 

甲又は乙が、第２１条第１項に基づき契約の解除をした場合において、甲又は乙が相手方

からの解除において、損害を生じたときは、相手方に対し当該損害について損害を請求する

ことができる。 

２ 第２１条第２項又は第２２条第３項の規定により契約が解除された場合において、乙が甲

に損害を与えた場合には、乙は甲に対し甲が被った損害に限り賠償しなければならない。 

３ 甲及び乙は、本契約書に掲げる事項を遵守せず、相手方に損害を与えた場合には、相手方

に対し相手方が被った損害に限り、その損害を賠償しなければならない。 

４ 前三項の損害の範囲において、相手方に請求できる損害賠償の範囲には、天災地変その他

の不可抗力により生じた損害、自己の責めに帰するべき事由により生じた損害及び逸失利益

は含まれないものとする。 

５ その他の事項については、双方協議のうえ解決するものとする。 

 

第２４条（費用の相殺） 

  この契約により乙が甲に支払うべき金額があるときは、甲はこの金額と乙に支払う代金を

相殺することができる。 

 

第２５条（支給の制限） 
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  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第３条に定める金額を支払わ

ないことができる。また、すでに支払っている場合は、返還を求めることができる。契約期

間終了後に判明した場合も同様とする。 

（１） 委託契約に違反した場合 

（２） 虚偽の報告をした場合 

（３） 偽りその他不正により本委託業務を受託した場合 

（４） 偽りその他不正の行為により前条に定める金額の支払いを受けようとし、又は受けた場

合 

 

第２６条（支払遅延利息） 

  甲の責めに帰す理由により前条の約定期限内に甲が対価を支払わないときは、乙は、甲に

対して約定期限の翌日から支払日までの日数に応じ、支払うべき対価金額に乙が甲に請求を

行った日において効力を有する政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第

256 号）第８条第１項の規定に基づき、財務省告示で定める遅延利息の率（年当たりの割合

は、うるう年の日を含む期間についても、365 日の割合とする。）を乗じて計算した遅延利息

（算出された額に 100 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額。また、算出

された額が 100 円未満であるときは、その全額を切り捨てる。）の支払を請求することがで

きる。ただし、約定期限に支払をしないことが天災地変等やむを得ない理由による場合は、

当該理由の継続する期間を、遅延利息を支払う日数から減ずるものとする。 

 

第２７条（一括再委託の禁止） 

乙は、当該業務の全部又は主体的部分を一括して第三者に請け負わせてはならない。 

 

第２８条（再委託の承認及び変更） 

乙は、やむを得ない事情により当該業務の主体的部分を除く一部について第三者に請け負

わせようとする場合には、再委託先の名称、所在地、連絡先、再委託先に委託する業務の範

囲、再委託を行うことの合理性、必要性、再委託先の履行能力及び報告徴収、個人情報を取

り扱う業務にあっては個人情報の管理、その他運営管理の方法等の詳細を書面により示した

上、事前に甲の書面による承認を得なければならない。 

２ 甲は、前項の再委託先が不適当であると認めたときは、承認をしないことができる。承認

をした再委託先が後に不適当であると判明したときは、乙に対してその変更を求めることが

できる。 

３ 乙は、第 1 項の承認を受けた場合には、速やかに再委託先と本契約にて乙に課せられてい

る守秘義務等と同等以上の条件及び必要に応じて甲が自ら、再委託先に対して調査等を行え

る条件が含まれた契約を締結することとし、甲からその契約書の写しについて提示の要求が

あった場合は、速やかにこれを提示するものとする。 
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４ 第 1 項の規定に基づき、第三者に当該業務の一部を請け負わせた場合においても、その業

務における管理責任、事故等の報告義務等については、乙が負うこととする。 

５ 乙は、第１項の再委託を行った場合、再委託先による当該業務の履行を監督するとともに、

甲の求めに応じて、履行の状況を甲に対して適宜報告しなければならない。 

６ 乙は、再委託先に対し、甲の書面による事前の承認なくして、当該業務をさらなる委託（請

負その他これに類する行為を含む。以下「再々委託」という。）により第三者に取り扱わせ

ることを禁止し、その旨を再委託先と約定しなければならない。 

７ 第１項から前項までの規定は、前項の規定による甲の承認を得て業務を再々委託する場合

について準用する。 

 

第２９条（紛争又は疑義の解決方法） 

この覚書について、甲乙間に紛争又は疑義が生じた場合には、必要に応じて甲乙協議のう

え解決するものとする。 

２ 本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関する一切の紛争については京都地方裁判所を第

一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

第３０条（存続条項） 

 本契約の効力が消滅した場合であっても、第１１条【秘密の保持】、第２３条【損害賠償】、

第２６条【支払遅延利息】、第２９条【紛争又は疑義の解決方法】及び本条はなお有効に存

続するものとする。 

 

 

 

上記の覚書締結の証として、この証書２通を作成し、双方記名押印のうえ、原契約書と共に

各自１通を保管するものとする。 

 

２０２５年７月１日 

 

甲   全国健康保険協会京都支部長 

     

守 殿  俊 二 

 

 

 

乙    

 

 


